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(57)【要約】
【課題】電池の正極活物質層に用いられる粉末材料と溶
剤とを混練する混練作業の作業時間の短縮化、ひいては
正極電極スラリーの製造作業の作業時間の短縮化を図る
とともに、正極電極スラリーの品質のばらつきを抑える
正極電極スラリーの製造方法、および正極電極スラリー
の製造装置を提供する。
【解決手段】正極電極スラリーの製造装置は、電池の正
極活物質層に用いられる粉末材料５０の粉末粒径を乾式
方式によって調整する調整機構２０と、粉末粒径が調整
された粉末材料と溶剤６０とを湿式方式によって混練す
る混練機構４０と、を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電池の正極活物質層に用いられる粉末材料の粉末粒径を乾式方式によって調整する調整
工程と、
　粉末粒径が調整された前記粉末材料と溶剤とを湿式方式によって混練する混練工程と、
を含むことを特徴とする正極電極スラリーの製造方法。
【請求項２】
　前記粉末材料は、正極活物質と導電助剤とを少なくとも含み、
　前記調整工程は、前記正極活物質と前記導電助剤とを混合しながら前記導電助剤の粉末
粒子同士の鎖状構造を解砕することを特徴とする請求項１に記載の正極電極スラリーの製
造方法。
【請求項３】
　前記乾式方式は、前記粉末材料の粉末粒子に圧縮力を付与しつつせん断力を付与する石
臼機構によるものであり、
　前記調整工程は、前記石臼機構に設けられたブレードの回転によって前記粉末材料の粉
末粒子を破砕することを特徴とする請求項１または請求項２に記載の正極電極スラリーの
製造方法。
【請求項４】
　電池の正極活物質層に用いられる粉末材料の粉末粒径を乾式方式によって調整する調整
機構と、
　粉末粒径が調整された前記粉末材料と溶剤とを湿式方式によって混練する混練機構と、
を備えることを特徴とする正極電極スラリーの製造装置。
【請求項５】
　前記調整機構は、前記粉末材料の粉末粒子に圧縮力を付与しつつせん断力を付与する石
臼機構であることを特徴とする請求項４に記載の正極電極スラリーの製造装置。
【請求項６】
　前記石臼機構は、回転自在な回転軸と、前記回転軸の軸方向に互いに間隔を空けて配置
された複数のブレードと、を備え、
　前記複数のブレード間に前記粉末材料が存在する状態で前記回転軸の回転に伴う前記複
数のブレードの回転によって前記粉末材料の粉末粒子を破砕することを特徴とする請求項
５に記載の正極電極スラリーの製造装置。
【請求項７】
　前記複数のブレード間の間隔を調整する調整部材を備える請求項６に記載の正極電極ス
ラリーの製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、正極電極スラリーの製造方法、および正極電極スラリーの製造装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境保護運動の高まりを背景として、電気自動車（ＥＶ）、ハイブリッド電気自
動車（ＨＥＶ）、および燃料電池車（ＦＣＶ）の開発が進められている。これらのモータ
駆動用電源として、繰り返し充放電可能な二次電池などが注目されている。二次電池は、
一般的に、正極集電体に正極活物質層を形成させた正極、負極集電体に負極活物質層を形
成させた負極、および正極と負極との間に位置し両者を接続するセパレータを電池ケース
内に収納させた構造を備えている。
【０００３】
　正極活物質層は、正極集電体に塗布した正極電極スラリーによって構成されている。正
極電極スラリーは、正極活物質や導電助剤等からなる粉末材料を混合した後、液状の溶剤
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と混練させて製造している。
【０００４】
　特許文献１には、正極電極スラリー内における粉末材料の分散性の向上を図る技術が開
示されている。粉末材料と溶剤とを混練しながら混練物にせん断力を付与し、粉末材料の
粉末粒子を微細化させて分散性を向上させている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－３５３５１６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記従来技術にあっては、表面が液膜で覆われた状態の粉末粒子に対してせん断力を付
与する作業が行われるため、粉末粒子の微細化に要する十分なせん断力を付与することが
困難であり、粉末粒径の調整に多くの時間が費やされている。このため、正極電極スラリ
ーの製造作業の作業時間の短縮化が図り難いという問題がある。また、粉末粒子にせん断
力を均等に付与することが難しく、粉末粒径が不均一なものとなるため、正極電極スラリ
ーの品質にばらつきが発生するという問題もある。
【０００７】
　本発明は上記課題を解決するためになされたものであり、電池の正極活物質層に用いら
れる粉末材料と溶剤とを混練する混練作業の作業時間の短縮化、ひいては正極電極スラリ
ーの製造作業の作業時間の短縮化を図るとともに、正極電極スラリーの品質のばらつきを
抑える正極電極スラリーの製造方法、および正極電極スラリーの製造装置を提供すること
を目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る正極電極スラリーの製造方法は、電池の正極活物質層に用いられる粉末材
料の粉末粒径を乾式方式によって調整する調整工程を含む。さらに、粉末粒径が調整され
た粉末材料と溶剤とを湿式方式によって混練する混練工程を含む。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、乾式方式により粉末材料の粉末粒子を破砕して粒径を調整した後、湿
式方式による混練作業を行うため、粉末粒子を破砕するためのせん断力を付与する作業を
混練作業時に行う必要がない。したがって、湿式方式による粉末粒子の粒径調整方法を採
用する場合と比較して、混練作業の作業時間の短縮化、ひいては正極電極スラリーの製造
作業の作業時間の短縮化を図ることができる。さらに、粉末粒子の粒径を均質化すること
ができ、正極電極スラリーの品質のばらつきを抑えることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】実施形態に係る正極電極スラリーの製造装置を簡略化して示す図である。
【図２】実施形態に係る石臼機構を説明するための図であり、図１の破線部IIを拡大して
示す図である。
【図３】変形例に係る石臼機構を説明するための部分拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、添付した図面を参照しながら、本発明の実施形態を説明する。なお、図面の説明
において同一の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略する。また、図面の寸法
比率は、説明の都合上誇張されており、実際の比率とは異なる場合がある。
【００１２】
　実施形態に係る正極電極スラリーの構成材料について説明する。



(4) JP 2012-133931 A 2012.7.12

10

20

30

40

50

【００１３】
　粉末材料５０は、電池の正極活物質層に用いられる正極電極スラリーの組成材料であっ
て、溶剤が添加される前の状態のものである。粉末材料５０には、正極活物質と、正極活
物質層内における電気伝導性を高めるための導電助剤とが含まれている。図面においては
、粉末材料５０に含まれる正極活物質の粉末粒子に符号５１を付して示し、粉末材料５０
に含まれる導電助剤の粉末粒子に符号５３を付して示す（図２を参照）。
【００１４】
　正極活物質には、例えば、リチウムイオン二次電池などに用いられるリチウム－遷移金
属複合酸化物、ＬｉＭｎ２Ｏ４などのＬｉ－Ｍｎ系複合酸化物、ＬｉＮｉＯ２などのＬｉ
－Ｎｉ系複合酸化物、ＬｉＣｏＯ２などのＬｉ－Ｃｏ系複合酸化物、ＬｉＦｅＰＯ４など
のＬｉ－Ｆｅ系複合酸化物が挙げられる。
【００１５】
　導電助剤には、例えば、カーボン材が挙げられる。カーボン材には、例えば、アセチレ
ンブラック、バルカン、ブラックパール、カーボンナノファイバー、ケッチェンブラック
、カーボンナノチューブ、カーボンナノホーン、カーボンナノバルーン、ハードカーボン
、およびフラーレンが挙げられる。
【００１６】
　粉末材料５０には、例えば、Ｄ１０～Ｄ９０程度でサブミクロン～４０ミクロン程度の
粒径の粉末粒子を備えるものを準備することができる。このような粉末材料を使用する場
合、後述する調整機構２０を利用してＤ１０～Ｄ９０程度でサブミクロン～２０ミクロン
程度の粒径に調整することが望ましい。
【００１７】
　粉末材料５０と混練させる溶剤６０には、例えば、スラリー粘度調整溶媒としてのＮＭ
Ｐ（Ｎ－メチルピロリドン）や、バインダとしてのＰＶＤＦ（ポリテトラフルオロエチレ
ン）などが適宜含まれ得る。
【００１８】
　正極電極スラリーの製造装置について説明する。
【００１９】
　図１および図２を参照して、正極電極スラリーの製造装置１０は、粉末材料５０の粉末
粒径を乾式方式によって調整する調整機構２０と、粉末粒径が調整された粉末材料５０と
溶剤６０とを湿式方式によって混練する混練機構４０とを備えている。製造作業が進行す
る上流側には、粉末材料５０を装置内へ投入するための投入口１１を設けている。製造作
業が進行する下流側には、粒径調整後の粉末粒子５１、５３を含む粉末材料５０を混練機
構４０へ送り出すための排出口１３を設けている。
【００２０】
　投入口１１から投入した粉末材料５０は、調整機構２０を含む材料混合ゾーン３０を通
過する。材料混合ゾーン３０を通過する際、調整機構２０によって粉末粒子５１、５３を
破砕し、粉末粒子５１、５３の粒径を調整する。粉末材料が異なる２種以上の構成材料を
含む場合には、粒径を調整する作業とともに粉末材料の粉末粒子同士を混合させる作業が
行われる。材料混合ゾーン３０を通過した粉末材料５０は、排出口１３を通って混練機構
４０へ送られる。
【００２１】
　調整機構２０は、粉末材料５０の粉末粒子５１、５３に圧縮力を付与しつつせん断力を
付与することが可能な石臼機構によって構成している。石臼機構は、回転可能な回転軸２
１（回転軸２１の回転方向を図１中の矢印ａで示す）と、回転軸２１の軸方向に互いに間
隔を空けて配置された複数の回転ブレード２３（ブレードに相当する）とを備えている。
回転軸２１は回転ブレード２３に貫通させて取り付けられている。
【００２２】
　複数の回転ブレード２３の間には、正極電極スラリーの製造装置１０の本体部分に取り
付けた固定ブレード２５を設置している。回転ブレード２３と固定ブレード２５との間に
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は、粉末粒子５１、５３を保持する窪み（混合空間）２９が区画形成されている。
【００２３】
　材料混合ゾーン３０に送り込まれた粉末材料５０は、回転ブレード２３および固定ブレ
ード２５間に少量ずつ流し込まれ、両ブレード２３、２５間において保持される。順次送
り込まれる粉末材料５０の流入に伴って粉末粒子５１、５３には圧縮力が作用する（図２
中矢印ｐで示す）。この状態で回転軸２１を回転させ、回転ブレード２３を回転させると
、粉末粒子５１、５３に対してずりせん断力が付与される。粉末粒子５１、５３は、付与
されたずりせん断力によって破砕される。
【００２４】
　回転ブレード２３と固定ブレード２５との間に区画形成される混合空間は、最大で１０
ゾーン程度に設計することが望ましい。このような設計を行うことにより、粉末粒子５１
、５３を破砕する機能を良好に発揮させつつ、装置全体が大型化することを抑制すること
が可能になる。
【００２５】
　回転ブレード２３の側面および固定ブレード２５の側面には、両ブレード２３、２５間
の間隔を調整するための調整部材２７を設けている。調整部材２７を設置することにより
、両ブレード２３、２５間において保持する粉末材料５０の保持量を調整している。保持
量を調整することにより、粉末粒子５１、５３に作用する圧縮力を調整することができる
。回転ブレード２３および固定ブレード２５間の間隔は、粉末材料５０の粒径に合わせて
適宜調整し得るが、例えば、粉末材料５０の粉末粒子５１、５３の粒径を１００ミクロン
以下に調整することが可能となるような寸法に設計することが望ましい。
【００２６】
　混練機構４０は、粉末材料５０と液状の溶剤６０とを混合するミキサー４１と、溶剤６
０を供給する供給部４３とを備えている。ミキサー４１には、粉体と溶液との混合および
撹拌などに用いられる公知のプラネタリーミキサーを採用している。材料混合ゾーン３０
を通過させた粉末材料５０と溶剤６０とをミキサー４１で混練し、溶剤６０中に粉末材料
５０を分散させて正極電極スラリーを作製することが可能になっている。
【００２７】
　次に、実施形態に係る正極電極スラリーの製造方法について説明する。
【００２８】
　図１を参照して、投入口１１から正極活物質および導電助剤を含む粉末材料５０を投入
する。粉末材料５０は材料混合ゾーン３０へ流し込まれる。
【００２９】
　図２を参照して、回転ブレード２３と固定ブレード２５との間に形成された凹凸状の窪
み２９に粉末材料５０が押し込まれる。正極活物質の粉末粒子５１および導電助剤の粉末
粒子５３に圧縮力が作用する。
【００３０】
　ブレード２３、２５間に粉末材料５０を保持させた状態で回転軸２１を回転させる。回
転軸２１の回転に伴って回転ブレード２３が回転する。正極活物質の粉末粒子５１と導電
助剤の粉末粒子５３とを混合させながら、それぞれの粉末粒子５１、５３に対してずりせ
ん断力を付与する。正極活物質の粉末粒子５１および導電助剤の粉末粒子５３を破砕し、
粒径を小さくさせる。乾式方式により粉末材料５０の粉末粒子５１、５３の粒径を調整す
るため、表面が液膜で覆われた状態にある粉末粒子に対してせん断力を付与する湿式方式
による粒径調整方法を採用する場合と比較して、破砕に要するせん断力を容易に付与する
ことができる。さらに、各粉末粒子５１、５３に均等にせん断力を付与することができ、
粒径を均質化させることができる。
【００３１】
　カーボン材などからなる導電助剤にあっては、粉末粒子を構成するカーボン同士が粒状
、および鎖状に連なってネットワーク（鎖状構造）を構成し、凝集体（だま）の状態を形
成する。また、凝集体と正極活物質の粉末粒子との間においても鎖状のネットワークが形
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成され、これらが一体となってより大きな凝集体が形成されることがある。凝集体が形成
されると、正極活物質の粉末粒子と導電助剤の粉末粒子との混合性が低下し、正極電極ス
ラリーの品質の低下を招くことになる。また、溶剤と混練させる混練作業時に鎖状構造の
解砕を行うことが必要となり、混練作業により多くの時間を費やすことが必要になる。
【００３２】
　石臼機構を利用した粒径調整方法にあっては、正極活物質の粉末粒子５１および導電助
剤の粉末粒子５３に対して圧縮力を付与しつつずりせん断力を付与し得る機械的なエネル
ギーを作用させることができる。これにより、導電助剤の粉末粒子５３間における鎖状構
造、および導電助剤の粉末粒子５３と正極活物質の粉末粒子５１との間における鎖状構造
を容易に解砕させることができ、導電助剤の粉末粒子５３を正極活物質中に均等に分散さ
せることができる。
【００３３】
　次に、粒径が調整された粉末粒子５１、５３を含む粉末材料５０と、溶剤６０とをミキ
サー４１によって混練させる。溶剤６０中に粉末材料５０を分散させ、正極電極スラリー
を取得する。粉末材料５０の鎖状構造を予め解砕させているため、溶剤６０に対する粉末
粒子５１、５３の分散性を向上させることができる。
【００３４】
　乾式方式により粉末材料５０の粉末粒子５１、５３を破砕して粒径を調整した後、湿式
方式による混練作業を行うため、粉末粒子５１、５３を破砕するための大きなせん断力を
付与する作業を混練作業時に行う必要がない。このため、混練作業に要する作業時間の短
縮化を図ることができる。
【００３５】
　結着成分を含む従来公知の溶剤を利用して、湿式方式により粉末材料の粒径を調整しな
がら混練を実施すると、一般的に、スラリー化後の固形分は６０±５％程度の範囲で調整
される。一方、乾式方式により粉末状態での破砕、および解砕を行った後、溶剤に対して
粉末材料を分散させてスラリー化を行うと、スラリー化後の固形分を７０±５％程度の範
囲で調整することが可能になる。このように、従来公知の方法と比較してスラリー化後の
固形分を増加させることができるため、湿式方式の混練において、より大きなせん断を付
与しながら分散化を行うことも可能である。
【００３６】
　以上、上述した本実施形態によれば、乾式方式により粉末材料５０の粉末粒子５１、５
３を破砕して粒径を調整した後、湿式方式による混練作業を行うため、粉末粒子５１、５
３を破砕するためのせん断力を付与する作業を混練作業時に行う必要がない。したがって
、混練作業に要する作業時間の短縮化、ひいては正極電極スラリーの製造作業の作業時間
の短縮化を図ることができる。さらに、粉末粒子の粒径を均質化することができ、正極電
極スラリーの品質のばらつきを抑えることができる。
【００３７】
　また、正極活物質の粉末粒子５１と導電助剤の粉末粒子５３とを乾式方式により混合さ
せながら、導電助剤の粉末粒子５３間における鎖状構造、および導電助剤の粉末粒子５３
と正極活物質の粉末粒子５１との間における鎖状構造を解砕させることができる。導電助
剤の粉末粒子５３が正極活物質中に均等に分散されるため、正極電極スラリー内における
粉末粒子５１、５３の分散性を向上させることができる。これにより、正極電極スラリー
の品質のより一層の向上を図ることができるとともに、混練作業の作業時間のさらなる短
縮化を図ることができる。
【００３８】
　また、石臼機構を利用することにより、正極活物質の粉末粒子５１および導電助剤の粉
末粒子５３に対して圧縮力を付与しつつずりせん断力を付与し得る機械的なエネルギーを
作用させることができる。
【００３９】
　また、石臼機構に設けられたブレード２３間に粉末材料５０を保持させた状態でブレー
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ド２３を回転させることによって、粉末材料５０の粉末粒子５１、５３の破砕と粉末粒子
５１、５３間に形成される鎖状構造の解砕とを同時に行うことができる。これにより、製
造作業の作業効率を向上させることができる。
【００４０】
　また、回転ブレード２３に調整部材２７を設置することにより、ブレード２３間におい
て保持される粉末材料５０の保持量を調整することができる。保持量を調整することによ
り、粉末粒子５１、５３に作用する圧縮力を調整することができる。
【００４１】
　＜変形例＞
　次に、上述した実施形態の変形例について説明する。説明中において上述した実施形態
と同一の部材には同一の符号を付し、その説明を一部省略する。
【００４２】
　図３に示すように変形例にあっては、回転ブレード２３の側面に設置した調整部材２７
および固定ブレード２５の側面に設置した調整部材２７の大きさをブレード毎に異ならせ
ている。これにより、回転ブレード２３と固定ブレード２５との間に大きさの異なる複数
種類の凹凸状の窪み２９を形成させている。
【００４３】
　粉末材料５０の供給方向の上流側（図中右側）に位置する調整部材２７よりも下流側（
図中左側）に位置する調整部材２７の寸法を大きくしている。上流側に位置する窪み２９
において付与されるせん断力は、下流側に位置する窪み２９において付与されるせん断力
よりも大きくなる。
【００４４】
　上流側において粉末粒子５１、５３の粒径が比較的小さく調整される。下流側にいくに
したがって、窪み２９の大きさが徐々に大きくなるため、粉末粒子５１、５３の円滑な流
れが形成される。このように調整部材２７を利用して、材料混合ゾーン３０に形成される
窪み２９の大きさを調整することにより、粉末粒子５１、５３の粒径の調整を効率的に短
時間で行うことができる。さらに、材料混合ゾーン３０におけるブレードの刃数の削減や
、材料混合ゾーン３０の少スペース化を図ることもできる。
【００４５】
　上述した実施形態は適宜変更することが可能である。
【００４６】
　ブレードの形状、ブレードの刃数、ブレードと装置本体間とのクリアランス、ブレード
回転速度、装置のジャケット温度等は特に限定されず、粉末材料の粉末粒子に圧縮力およ
びずりせん断力を付与し得る限りにおいて適宜設計することが可能である。
【００４７】
　調整部材の形状、設置位置等も実施形態において説明したものに特に限定されるもので
はなく、適宜変更することが可能である。
【００４８】
　粉末材料および溶剤に含まれる構成材料は、実施形態において説明したものに特に限定
されるものではない。正極電極スラリーの適用対象である電池の種類等に応じて適宜変更
することが可能である。
【符号の説明】
【００４９】
１０　　正極電極スラリーの製造装置、
２０　　調整機構（石臼機構）、
２１　　回転軸、
２３　　回転ブレード（ブレード）、
２５　　固定ブレード、
２７　　調整部材、
２９　　窪み、
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３０　　材料混合ゾーン、
４０　　混練機構、
４１　　ミキサー、
４３　　供給部、
５０　　粉末材料、
５１　　正極活物質の粉末粒子、
５３　　導電助剤の粉末粒子、
６０　　溶剤。

【図１】 【図２】

【図３】
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